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序 はじめに 
 

序－１ 目的 

平成 17年（2005）3月に海津郡３町が合併して誕生した海津市（以下、本市という）では、旧

３町において、個々の地域住民のニーズに応じた行政サービスの提供、地域経済の活性化等を目

的に整備し、活用されてきた公共的施設をそのまま引き継ぎました。このため、同様の機能を持

つ施設が重複しているものがあり、合併後は、海津市総合開発計画の基本目標である「効率的な

行財政運営」の視点を踏まえ、「公共的施設の統廃合整備」施策を推進してきたところです。また、

平成 25年（2013）4月には「公共的施設見直し指針」を策定し、海津市行政改革大綱に基づいて、

現状の公共的施設の目的と効果を検証し、本市の行政需要に適合した公共的施設のあり方につい

て、更なる見直しを行っています。 

 

一方、公共施設等に係る課題は全国の多くの地方公共団体でも共通の課題を抱えており、その

ような状況を踏まえ、総務省では平成 26年（2014）4月に公共施設等を総合的かつ計画的に管理

するための「公共施設等総合管理計画」の策定を全国の地方公共団体に対して要請しました。 

本市においても総務省が示す「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」に従い、本

市が保有する公共施設等（建築物、道路、橋梁、上下水道）について全体の状況を把握し、公共

施設等を取り巻く現状や将来にわたる課題等を客観的に把握・整理する中で、長期的な視点をも

って公共施設等の更新・統廃合・長寿命化等を計画的に行うことにより、財政負担の軽減・平準

化を図り、公共施設等の最適な配置を実現するための公共施設等総合管理計画を策定するものと

します。 

 

序－２ 計画の位置づけ 

海津市公共施設等総合管理計画は、市の最上位計画である「海津市総合開発計画」に基づき、

「行政改革大綱」を踏まえるとともに、公共的施設見直し指針と整合を図って策定します。 

今後は、本計画に基づき建築物系施設、インフラ系施設について、個別施設計画を策定してい

くこととなります。 

 

図．計画の位置づけ 
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          市民文化系施設（市民文化会館、公民館、コミュニティセンターなど） 

          社会教育系施設（図書館、資料館など） 

          スポーツ・リクリエーション系施設（体育館、武道館など） 

          産業系施設（農村環境改善センター、道の駅など） 

          学校教育系施設（小学校、中学校、給食センター） 

          子ども・子育て支援系施設（幼稚園、保育園など） 

          保健・福祉施設（福祉会館、保険センターなど） 

          行政系施設（庁舎、消防署、防災センターなど） 

          公営住宅（市営住宅） 

          公園施設（管理棟、倉庫、トイレなど） 

          供給処理施設（ごみ処理施設など） 

          その他（斎場、公衆便所など） 

 

 

            

 

          道路、橋梁、上水道施設、下水道施設 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

序－３ 対象施設 

本市が保有する公共施設のうち、建築物系施設、インフラ系施設を対象とします。 

建築物系施設については、市民文化系施設、社会教育系施設、スポーツ・レクリエーション系

施設、産業系施設、学校教育系施設、子ども・子育て支援系施設、保健・福祉施設、行政系施設、

公営住宅、公園施設（管理棟、倉庫、トイレ等）、供給処理施設、その他の 12類型を対象として

現状等の把握や基本的な方針を検討します。 

インフラ系施設については、道路、橋梁、上水道施設、下水道施設の 4類型を対象として現状

等の把握や基本的な方針を検討します。 

 

図．本計画の対象施設 
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